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研究要旨  

日本において肺がんによる年齢調整死亡率は近年減少傾向ではあるが、がんの中では肺がん

による死亡率は男性では第１位、女性では第３位であり、依然として疾病負荷の高い疾患で

ある。肺がんのリスク要因として最も寄与している喫煙が、経年的にどの程度肺がん死亡に

影響を及ぼしているか検証した。 

 

本研究では Global burden of disease (GBD) で推計された 1990 年から 2019 年までの肺が

ん死亡率および喫煙が寄与した肺がんの死亡率のデータを使用した。日本における年齢調整

肺がん死亡率、および喫煙の寄与による年齢調整肺がん死亡率は、Institute of Health 

Metrics and  Evaluation (IHME)から入手した。年齢・時代・コホート分析を行い、年齢効

果、時代効果、出生コホート効果別に喫煙による肺がん死亡率への寄与割合を経年的に推計

した。 

 

男性では 1990 年には肺がん死亡のうち 86.4％を喫煙が寄与していた。1993 年のピーク以降

は減少に転じており、2019 年には 77.6％であった。女性では 1990 年には肺がん死亡のうち

51.2％が喫煙によるものであり、2019 年には 45.0％と減少傾向であった。加齢とともに喫

煙による肺がん死亡は顕著に増加した。時代効果、出生コホート効果において、男女ともに

1990 年をピークに喫煙による肺がん死亡リスクは減少傾向となる推計結果が得られた。 

 

日本における肺がん死亡率の減少は時代効果という、集団全体が受けた環境要因が寄与して

いる可能性が示唆された。経年的に喫煙による肺がん死亡への寄与は減少傾向であるものの、

依然として高い寄与割合を示しているため、さらなる禁煙対策が必要であると考えられる。 
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Ａ．研究目的  

日本において肺がんによる年齢調整死亡

率は近年減少傾向ではあるが、がんの中で

は肺がんによる死亡率は男性では第 1 位、

女性では第 3 位であり、依然として疾病負

荷の高い疾患である 1。肺がんのリスク要

因として喫煙、受動喫煙、職業暴露による

アスベストなどが挙げられている。肺がん

に最も寄与している原因である喫煙につ

いては、タバコ税の創設や複数回の増税、

国民の健康志向の高まりや受動喫煙の社

会問題化によって 1996 年をピークに紙巻

タバコの販売本数は減少に転じている 2。

日本の成人男性の喫煙率は 1989 年の

55.3％をピークに 2017 年には 29.4％まで

減少しているものの、他先進国と比較する

と高い割合である。1 

 

肺がんによる死亡率の減少は喫煙を含む

生活習慣や環境の改善、検診受診による早

期発見などの要因があると考えられるが、

喫煙が死亡率にどの程度寄与しているか

経年的に分析した先行研究は、本邦からは

発表されていない。今回、喫煙が肺がん死

亡率に対してどの程度寄与しているのか

経年的に分析する。 

 

Ｂ．研究方法  

本研究では Global burden of disease 

(GBD) で推計された 1990 年から 2019

年までの肺がん死亡率および喫煙が寄与

した肺がんの死亡率のデータを使用した。

GBD では各国や地域における疾病の罹患

率、死亡率、障害調生存年数などを性別、

年齢群別に、1990 年から毎年推計してい

る。395 疾患と 69 リスク要因について包

括的に分析しており、疾患と関連するリス

ク要因のペアを設定するにあたり、World 

Cancer Research Fund のリスク評価手法

を取り入れており、システマティックに決

定している。暴露要因の分布については、

spatial spatiotemporal Gaussian process 

regression もしくは DisMod-MR2.1 を使

用して地域別、年齢別、性別別に推計して

いる。各リスク要因の分布と相対リスクを

モデルに投入することで、各リスク要因の、

疾 病 に 対 す る 寄 与 割 合 （ population 

attributable fraction: PAF）をそれぞれ推

計することが可能である。GBD における

喫煙の定義は、現在および過去におけるタ

バコ製品の使用とし、現在喫煙者について

は毎日喫煙している者の喫煙指数、過去喫

煙者については禁煙年数も包括されてい

る。本研究ではニコチンガムの使用、受動

喫煙による影響、水タバコの使用は除外し

た。 

 

日本人のリスク要因および疾病の罹患や

死亡のインプットデータは、日本の人口動

態調査や各種サーベイランス、論文からの

引用から得られている。日本における年齢

調整肺がん死亡率、および喫煙の寄与によ

る年齢調整肺がん死亡率は、Institute of 

Health Metrics and  Evaluation 

(IHME)のホームページから入手可能であ

る。（http://www.healthdata.org/）年齢調

整肺がん死亡率について性別、5 歳刻み年

齢群別のデータを入手し、年齢・時代・コ
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ホート（Age-Period-Cohort: APC）分析を

行い、年齢効果、時代効果、出生コホート

効果別に喫煙による肺がん死亡率への寄

与割合を経年的に推計した。APC モデルに

よる分析によって対象事象を3成分に分け、

経年的にどの効果が喫煙による肺がん死

亡率への減少に影響を与えたのか評価し

た。ここで、年齢効果とは加齢による影響、

時代効果とは、集団全体が受ける影響、出

生コホート効果とは、時代や加齢に影響を

受けない効果として解釈することが可能

である。 

 

Ｃ．研究結果  

年齢調整肺がん死亡率の推移 

まず、1990 年から 2018 年までの年齢調整

肺がん死亡率の傾向について分析した（図

１：左）。男性では、1990 年には 44.0（人

口 10 万人あたり） であり、1995 年のピ

ーク以降減少に転じ、2019 年には 34.3 で

あった。女性では 1990年には 12.3であり、

男性と同様に 1995 年をピークに減少に転

じ、2019 年には 10.9 であった。 

 

喫煙の寄与による年齢調整肺がん死亡率

の推移 

続いて、肺がん死亡のうち、喫煙が寄与し

た年齢調整死亡率について分析した（図

1：右）。男性では 1990 年には 38.0 と肺が

ん死亡のうち 86.4％が喫煙によるもので

あった。1993 年のピーク以降は減少に転

じており、2019 年には 26.6 と肺がん死亡

のうち 77.6％が喫煙によるものであった。

女性では 1990 年には 6.3 と肺がん死亡の

うち 51.2％が喫煙によるものであった。

1992 年をピークに以降は減少に転じ、

2019 年には 4.9 と、肺がん死亡のうち

45.0％が喫煙によるものであった。 

 

喫煙の寄与による肺がん死亡における年

齢効果 

5 歳刻み年齢階級別に、喫煙による肺がん

死亡率を分析した（表 1）。男性では 30-34

歳では 1.8 と肺がん死亡にはほとんど寄与

していないが、60 歳では 73.3、80 歳では

488.7 と急激に増加している（図 2：左）。

これは喫煙年数などのリスクの累積およ

び加齢による影響と考えられる。女性でも

年齢とともに死亡率が上昇する傾向は同

様にみられるが、死亡率は男性に比べてそ

れほど顕著ではない（図 3：左）。 

 

喫煙の寄与による肺がん死亡における時

代効果 

調査年毎に喫煙による肺がん死亡率を分

析した（表 2）。2004 年を基準である 1 と

した場合の喫煙による肺がんのリスクを

相対的に推計した。男性では 1990 年の

1.26 倍をピークに喫煙による肺がん死亡

リスクは減少傾向であり、2019 年には

2004 年と比較して 0.75 倍であった（図 2：

中央）。女性でも同様の傾向がみられ、1990

年の 1.29 倍をピークに減少し、2019 年に

は 0.85 倍となった（図 3：中央）。 

 

喫煙の寄与による肺がん死亡における出

生コホート効果 

出生コホート毎に喫煙による肺がん死亡
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率を分析した（表 3）。1955 年の出生コホ

ートを基準である1とした場合の喫煙によ

る肺がんのリスクを相対的に推計した。男

性では 1925 年出生群で喫煙による肺がん

死亡リスクは 1.07 倍と最も高く、以降減

少傾向であり、2019 年には 0.94 倍となっ

た（図 2：右） 

。女性でも同様の傾向がみられ、1990 年

の 1.07 倍をピークに減少し、2019 年には

0.91 倍となった（図 3：右）。 

 

Ｄ．考察  

本研究の結果から、喫煙による肺がん死亡

は経年的に減少傾向であるものの、男性で

は 77.6%、女性では 45.0%と依然として高

いことが分かった。本研究の APC モデル

による分析では、年齢による効果が大きい

ことは予想通りである一方、出生年の影響

よりも時代により効果の方が喫煙による

肺がん死亡に影響を与えていることが分

かった。 

 

中国とアメリカについて同様に分析した

先行研究において、中国では時代効果によ

って経年的にリスクが増加する一方、アメ

リカでは 30 年間ほぼ変わらないという結

果が報告されている。3 背景として、中国

では喫煙率が増加傾向にあるため、中国で

は喫煙による肺がん死亡が増加している

一方、アメリカでは大規模な禁煙キャンペ

ーンなどにより喫煙率が減少傾向である

ことがニ国間の時代効果に差が出ている

要因ではないかと考察されている。 

 

本邦の分析ではアメリカと類似の傾向を

示していることから、禁煙対策のための施

策による効果によって喫煙による肺がん

死亡率が減少していることが示唆される。

また、肺がん死亡における喫煙寄与割合は

経年的に減少傾向であるため、喫煙以外の

要因が考えられる。肺がんのリスク要因で

ある受動喫煙や職業性アスベストへの暴

露も同様に減少傾向であるため、肺がん死

亡を予防する他の要因や検診による早期

発見も考えられる。今後さらにそれらの要

因の分析が必要であると考えられる。 

 

Ｅ．結論  

日本における肺がん死亡率の減少は時代

効果という、集団全体が受けた環境要因が

寄与している可能性が示唆された。経年的

に喫煙による肺がん死亡への寄与は減少

傾向であるものの、依然として高い寄与割

合を示しているため、さらなる禁煙対策が

必要であると考えられる。今後は、他先進

国や近隣国との国際比較を含めた分析を

行っていく。 
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図 1 年齢調整肺がん死亡率（左）および、喫煙による肺がん死亡率（人口 10 万人対） 
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図 2 喫煙による肺がん死亡における APC 分析結果、男性 
左：年齢効果（年齢調整死亡率（人口 10 万人対）） 
中央：時代効果（2005 年を基準とした場合の相対リスク） 
右：コホート効果（1955 年と基準とした場合の相対リスク） 
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図 3 喫煙による肺がん死亡における APC 分析結果、女性 
左：年齢効果（年齢調整死亡率（人口 10 万人対）） 
中央：時代効果（2005 年を基準とした場合の相対リスク） 
右：コホート効果（1955 年と基準とした場合の相対リスク） 
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表１ 年齢階級別、性別別の喫煙による肺がん死亡率（人口 10 万人対） 

Rate lCI uCI Rate lCI uCI

30 1.8 1.7 1.9 0.43 0.36 0.51

35 3.3 3.1 3.5 0.76 0.65 0.88

40 6.1 5.8 6.5 1.34 1.18 1.51

45 11.4 10.9 11.9 2.36 2.13 2.60

50 21.2 20.5 22.0 4.16 3.84 4.49

55 39.4 38.4 40.5 7.33 6.91 7.77

60 73.3 71.9 74.8 12.93 12.33 13.55

65 136.4 134.1 138.7 22.81 21.71 23.96

70 247.2 243.1 251.5 38.77 36.97 40.65

75 384.4 379.6 389.3 58.78 56.07 61.63

80 488.7 480.0 497.6 83.31 79.49 87.31

85 661.6 646.3 677.2 63.08 58.83 67.65

Age
Men Women

 

lCI: lower confidene interval, uCI: upper confidence interval 

 

 

 

表２ 2004 年を基準とした場合の喫煙による肺がん死亡率の時代効果 

RR lCI uCI RR lCI uCI

1990 1.26 1.22 1.31 1.29 1.18 1.41

1995 1.16 1.14 1.19 1.14 1.08 1.19

2000 1.06 1.05 1.08 0.99 0.95 1.02

2005 0.98 0.97 1.00 0.91 0.88 0.95

2010 0.93 0.91 0.95 0.91 0.86 0.96

2015 0.83 0.81 0.85 0.88 0.83 0.93

2019 0.75 0.72 0.78 0.85 0.78 0.93

Period
Men Women

 
RR: relative risk, lCI: lower confidene interval, uCI: upper confidence interval 
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表３ 1955 年を基準とした場合の喫煙による肺がん死亡率の出生コホート効果 

RR lCI uCI RR lCI uCI

1925 1.07 1.05 1.09 1.07 1.02 1.12

1935 1.05 1.03 1.07 1.01 0.96 1.05

1945 1.03 1.01 1.04 1.01 0.96 1.05

1955 1.00 1.00 1.01 1.00 0.98 1.02

1965 0.98 0.98 0.99 0.99 0.98 1.00

1975 0.96 0.95 0.98 0.99 0.95 1.02

1985 0.95 0.92 0.97 0.98 0.92 1.05

1989 0.94 0.91 0.96 0.98 0.91 1.05

Cohort
Men Women

 
RR: relative risk, lCI: lower confidene interval, uCI: upper confidence interval 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




